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２０２３年８月１０日 

 

公開質問状 

 

大阪府大阪市北区野崎町 5-9 

読売新聞大阪本社 

柴田岳社長 

CC: 読売新聞グループ本社広報部 

 

発信者：黒薮哲哉（フリーランス・ジャーナリスト） 

    電話：048-464-1413 

        E メール：xxxmwg240@ybb.ne.jp 

 

  貴社が２０２３年の４月２１日、大阪地裁で手続きを行った訴訟記録の閲覧制

限申し立て事件についてお尋ねします。 

貴社から訴訟記録の閲覧制限の申立を受けた大阪地裁は、同年６月５日付で、当

事者以外の者が、判決文を含む２８通に及ぶ文書の内、貴社が公開を望まない部分

についての閲覧・謄写、正本、謄本若しくは抄本の交付又はその複製を請求するこ

とを禁止する決定を言い渡しました。貴社が閲覧制限を求めたのは、貴社の残紙の

規模を示す購読者数と仕入れ部数（定数）との誤差がわかる部数や、押し紙行為の

実態が判明する取引現場における原告と販売局幹部や担当との生々しいやり取り

が記録された箇所がメインです。 

そこで、以下の点について質問させていただきます。 

 

１， まず、判決理由中に、「実配数を２倍近く上回る定数」の新聞を貴社が原告

対し注文部数として指示した事実が認められています。つまり、原告が経営
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していた YC では、搬入される新聞の約５０％が残紙であったことを裁判所

が認めました。新聞ジャーナリズムの信用にかかわるこのような重大な司法

の判断が下されたことに対し、貴社はどのように考えておられるでしょうか。

読売新聞社としての見解と、ジャーナリストとしての貴殿個人の見解を回答

ください。 

 

２， 「押し紙」問題は１９８０年ごろから、その深刻な実態がクローズアップさ

れてきました。販売店の残紙の性質が「押し紙」なのか、それとも「積み紙」

なのかの議論は差し置き、貴社の発行部数の中には、膨大な量の残紙が存在

してきたことは紛れもない事実です。貴社が閲覧制限の対象とした判決文に

も、２０１２年４月時点で、定数の内、約半分が購読者のいない残紙である

ことが記載されています。わたしが、このような押し紙裁判史上画期的な司

法判断を示した大阪地裁判決を、判断の資料となった当事者双方の主張書面

や書証、引いては公開の法廷における証人尋問調書等を含めて公開すること

により、貴社に、どのような不利益が生じるのかを具体的に教えてください。

抽象論ではなく、具体的に教えてください。 

 

３， わたしが、大阪地裁の画期的な司法判断を広く社会に報じるにあたり、裁判

官の判断の裏付けとなった当事者の主張書面や証拠や判決文全部を読者に

示す必要があります。つまりこの問題を報じる側に身を置かれた場合、貴社

や貴殿は、黒塗りされた判決文と閲覧謄写が禁止された訴訟記録で、どのよ

うにして読者に対し真実を正確に伝えることが出来るとお考えですか。読売

新聞社としての見解と、ジャーナリストとしての貴殿個人の見解を教えてく

ださい。 

 

４， 判決文を含む訴訟記録に閲覧制限をかけた場合、ジャーナリズムの取材活動
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や学術研究活動にも重大な支障が生じますが、押し紙裁判資料の公共性・歴

史的意義についてどのようにお考えでしょうか。読売新聞社としての見解と、

ジャーナリストとしての貴殿個人の見解を教えてください。 

 

５， 貴社は今後、「押し紙」裁判の訴訟記録を閲覧制限が認められた箇所を含め、

全部公開する意思がおありでしょうか。公開する予定があるとすれば、その

時期を教えてください。それとも閲覧制限が認められた箇所は、永久に封印

する方針なのでしょうか。 

 

  以上の５点をお尋ねします。回答は、２０２３年８月２１日までにお願いしま

す。 


